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［ステップ4］制約部分の能力を改善する。  

［ステップ5］惰性に気をつけてステップ1に戻る。  

以上の表現は概念的で、制約部分の定義もあいまい  

である。そこで、対象を生産プロセスに限定して記述し  

直すと次のように表現できる。  

［ステップ1］制約設備（CCR：CapacityConstraining  

Resource）を見つける。  

［ステップ2〕CCRの能力を精一杯使うようにCCRにお  

ける生産スケジュールを作る。  

〔ステップ3］CCR以外の設備における生産はCCRの  

スケジュールに合わせて行う。  

〔ステップ4］CCRの能力を高める。  

［ステップ5］CCR以外の設備において、惰性による能  

力ダウンを生じないように気をつけながらス  

テップ1に戻る。  

（2）DBR（Drulm－Buffer－Rope）  

TOCの考えでは、生産スケジュー）t／はCCRの能力を  

精一杯活用するものでなければならず、CCR以外の設  

備における生産や部品・材料の投入は、全てCCRのス  

ケジュールに合わせれば良い。CCRにおけるスケジュ  

ールをドラム、CCRにおける生産を止めないように設け  

る余裕をバッファ、CCRのスケジュールに合わせて部  

品。材料投入タイミングを伝える指示をロープに喩え、T  

OCのスケジューリング方法を比喩的に表現した呼称が  

DBRである。DBRでは、CCRのスケジュールと先頭工  

程への部品・材料投入タイミングは決めるが、他の設備  

におけるスケジュールは明示せず、運用において到着  

したジョブを次々に処理すれば良いという立場をとる。   

なお、DBRをソフトウエアとして最初に実現したもの  

がOPTであるが、そのロジックは公開されなかった。そ  

の後、ロジックを公開しているGS（GoalSystem）というソ  

フトウエアが開発されている。  

（3）プロダクトミクス   

DBRではCCRのスケジュールに従って生産するが、  

CCRの能力を越える需要がある場合には、どの製品を  

優先して生産すれば良いかを決める必要がある。これ  

はCCRにおけるMPS（MasterProduction Schedule）を  

決める問題であり、その際にはTOCの業績評価尺度で  

あるスループットを最大化するプロダクトミクスを求めな  

ければならない。  

（4）VAT分析  
TOCでは、製品の工程フローをⅤ型、A型、T型の3  

つの型に分類し、それぞれの型に応じてスケジューリン  

グにおける重点管理ポイントを特定する。V型製品は少  

種類の部品・材料から多種類の製品が作られるもので、  

石油製品や鉄鋼製品などが当てはまる。V型製品では、  

CCR以外に工程フローの分岐点も重点管理ポイントで  
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1．緒言   

TOC（TheoryOfConstraints）は、生産システムのア  

ウトプットを妨げる制約条件に着目して生産管理・改善  

を行うために提唱された手法であり、その起源は1979  

年に開発された生産スケジューリングソフトウエア（OP  

T：Op丘mized Production Timetables後にOptimized  

ProductionTechnology）に遡る。その後TOCは、生産  

システムに限らず、経営管理全般にわたる問題解決手  

法（思考プロセス）を加え、対象範囲を広げている。  

TOCは、主に米国において多くの適用効果が報告さ  

れているが、TOCに対する科学的、客観的な分析、検  

証が十分に行われているとは言い難い。しかし、TOC  

がどのような場合に有効か、効果がどのような形で現れ  

るのかなどを明らかにすることは、TOCを適用、実践す  

る際の指針にもなり、重要なことである。そこで本発表で  

は、TOCのうち生産管理・改善手法について、現在ま  

でに公表された学術的論文をサーベイし、どのような研  

究が行われているかを分類、整理する。また、未だ解決  

されていないと思われる問題を提示する。  

2．TOCの構成要素   

図1にTOCの構成要素を示す。但し、図1の分類は  

発表者の考えに基づくもので、TOC主唱者らの分類と  

は若干異なる（TOC主唱者らによる分類は例えば【1】参  

照）。これらのうち、本発表では5段階改善ステップと生  

産管理・改善手法の各要素を中JL、に議論する。スルー  

プット会計については、会計学の分野において是非を  

含めて多くの議論があるので、それらに任せる。  

（1）5段階改善ステップ   

これは生産システムを継続的に改善するための基本  

的考え方であり、以下のステップから成る。  

［ステップ1〕システムの制約部分を見つける。  

［ステップ2］制約部分を最大限有効活用する。  

［ステップ3］非制約部分は制約部分の活用方法に従  

わせる。  

基本的考え方   

5段階改善ステップ  

生産管理一改善手法   

DBR．プロダクトミクス，VAT分析  

スループット会計   

スループット在庫，業務経費  

問題解決手法（思考プロセス）   

現状問題構造ツリー．未来問題構造ツリー   

前提条件ツリー，移行ツリー，   

マイナスブランチ制限，対立解消図   

図1 TOCの構成要素  

TOC  

ー 8 －   

© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



ある。A型製品は、多種類の部品・材料から段階的に共  

通の工程に収束し、複数の製品が作られるもので、自  

動車や家電製品など多数の部品から組み立てられる製  

品が典型的である。T型製品は、少種類の部品・材料  

から共通の工程を経て多種類の製品が作られるもので、  

パソコンや家具などがあてはまる。A型製品やT型製品  

では、CCRや工程フローの分岐点に加え、工程フロー  

の合流点も重点管理ポイントである。  

3．現在までの研究状況   

TOCに関する研究テーマを分類し、代表的論文を挙  

げると表1のようになる。なお、表1の分類以外にも解説、  

批評を目的とする論文は膨大に存在する。  

（1）OPT   
OPTの内容は公開されなかったため、ロジックや機能  

構成、有効性の分析、検証などが多く議論されている。  

最初にJacobs（1983，1984）が機能構成を示し、その後  

Goldratt自身（1988）がOPTの処理を概念的に説明し  

ている。さらに、Fryら（1992）は機能構成を詳細に示し、  

例題を用いて実際の処理内容を説明している。  

（2）CCRの特定   

TOCの生産管理・改善手法ではCCRの特定が重要  

であるが、どのようにCCRを特定すれば良いかについ  

ての議論は少ない。CCR特定の難しさについては  

bwrenceら（1994）やFung（1999）が述べている。  

（3）DBR   
Schragenheimら（1990）はDBRのアルゴリズムを数値  

例を用いて検証している。また、Simons，Jr．ら（1996，  

1997，1999）はDBRアルゴリズムを詳細に分析、定式化  

し、得られたスケジュールの有効性の検証や他アルゴリ  

ズムとの定量的な比較をしている。特に複数のCCRが  
存在する場合の処理方法について詳細な分析がある。  

（4）バッファ設定・管理   

DBRでは、CCRの前に設定するバッファを考慮して  

先頭工程での部品・材料投入タイミングを決めるので、  

バッファの設定と管理は重要である。Duclosら（1995）  

やHurleyら（1999）はシミュレーションによってバッファ  

設定の効果を分析した。一方、Scゎーagenhejmら（1991）  

は運用におけるバッファ管理方法を示している。  

（5）プロダクトミクス  

プロダクトミクスは最も多くの論文が発表されているテ  

ーマである。CCRにおけるプロダクトミクスを決めるため  

のアプローチには、TOCにおいて提唱されているヒュ  

ーリステイクスを用いる方法と、数理最適化問題として解  

く方法に分けられる。元々のTOCのヒューリステイクスで  

はCCRが複数ある場合に対応できないという問題があ  

り、Fredendallら（1997）やHsuら（1998）は複数のCCR  

を扱うための改善法を提案している。最適化問題として  
扱う場合には、スループット最大化を目的関数とした整  

数線形計画問題として定式化することが普通であり、  

Luebbeら（1992）、Patterson（1992）、Plenert（1993）、  

beら（1993）などがある。  

表1 TOCに関する研究テーマと代表的論文  

研究テーマ   代表的論文   
OPT   F．R・Jacobs  Prod．h‖血叩㌍   1983  

F・R・Jacobs  】nd．E喝．  1984  
R・R・Lundrigan    t，rod．Inv．Ma爪age．   198‘  
E．M．G01drau   lnLJ．Prod．R亡5．   1988  
T・D・F－y，el・al．  Prod，Opモー．Managc．   1992   

CCRの特定   S・R・bwr帥亡e，亡tヱ】． Prod．Op亡LMana即．   994  
K∴KJnIn月  Sy5．Dyll．久一V．   999  

DBR   E．Schragenheim，亡Lal．Prod．Inv．Manag亡．J．   9！粕  
S・C・Gardne†，et．al． lnt．，．Optr．Prod  
JVSimonsJr 亡  JProd R亡S  
J．V．Simons，Jrり亡  Prod．Op亡LMana  
J．V．Simo耶，Jrリ亡I．  】nl．J．Prod．Re5．   

／くッファ設定・管理   E・Schrag相h亡im，亡t．  Prod．Inv．Ma山喜亡．J．  991  
L．K．DucI∽，el．封．  Ⅰれl．J．P【d．E⊂0  
S．F．HurlcY．et．al．  Int∴LP一山．Ecoll．   

プロダクトミクス   M．C．Patle帽On  Pl血1nv．Manaさ亡．J．  
R．Luebh．亡L血L  lnt．J．P一山．R亡S．  
G・Pl亡n亡爪  駄r．一．Oper．Rc  99ユ  

T．N．L上亡，亡l．al．  Prod．血y．Mana  
LD．Fr亡d亡nda‖，et止1  Inl．J．Pr∝l．R亡S  

T・C．Hsu，亡l．al．  P†Od．Plall．Conl．   

VAT分析   んLo⊂kamy，11Ⅰ，比山  Int．J．hod．R亡S．   991  
M．M．Umbl亡  P一山．Inv．Manage．一．   1朔   

生産方式比較・融合  H．GnlnWald，亡t．al． 1nt．J．Prd．R亡S．  19＄9  
M．L，Ramsay，軋aI．  Ind．E喝．   19一列）  

M・S・Sp印C亡r  Prod．lnv．Manag亡．J， Ⅰ   99l  
A．D．N亡e】y．ct．al．  Int．J．Pr∝l．EぐOn．  l  992  
N．E．bほCn，et．al．  PId．P】an．Co山．  l   99ユ  

J．MⅢenburg  l札J，Prod．Res．  1997   

（6）VAT分析   

VAT分析は明快な方法であるので、それ自身に関す  

る研究は少ない。1月Ckamy，ⅠIIら（1991）iiJIT生産にお  

いてVAT分析を応用した重点管理ポイント抽出方法を  

提案している。また、Umble（1992）はVAT分析を適用  

する際の注意点などを詳細に述べている。  

（7）生産方式比較・融合   

TOCをMRPやJIT生産方式など他の生産方式と比  
較した論文は非常に多い。その多くはシミュレーション  

により、スループットや在庫量を評価し、TOCや丁IT生  

産方式がMRPより優れていることを示している。また、  

Grunwaldら（1989）やLarsenら（1993）は適切な生産方  

式を選択するための考え方を整理している。一方、  

Spencer（1991）やMiltenburg（1997）はTOCの考え方を  

MRPに導入することを提案している。  

4．解決されていない問題   

TOCの生産管理・改善手法に関し、未だ研究が不十  

分であると思われる主な問題を以下に列挙する。  

（1）ccRの特定方法（複数CCRへの対応、CCRの  

移動可能性の考慮）  

（2）TOCの目標（スループット最大化）とDBRアルゴ  

リズムとのギャップ  

（3）DBRにおけるロープ長さの設定方法（バッファサ  

イズや搬送ロットサイズとの関係、リードタイム短縮  

要求との覿酷）  

（4）複数CCR存在時のDBRアルゴリズム（ジョブを割  

り付けるCCRの選択順序）  

（5）DBR運用に合わせたレイアウト設計・変更（バッ  

ファエリアの考慮）  
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